
【共通様式】　　資料３－１

アウトカム
指標

（経営課題の進捗度
　合を示した指標）

課題認識

ㆋ和７年度末までに、区民アンケヸトにおいて、家庭で備蓄していると回答し
たㅴの割合：50％ㆌㄥ（５年度：47％　６年度：48％）

ㆋ和７年度末までに、安否確認や避難支援、避難所運営のㆳ制が整っている地
域：全11地域（５年度：６地域　６年度：1１地域）
【改定履歴あり】

ㆋ和７年度末までに、行政、地域、㆖業、学校等が連携した合同総合防災訓練
の実施：１回ㆌㄥ（５年度：区全職員訓練１回　６年度：区全職員及び福祉避
難所施設等関係機関連携訓練１回）

ㆋ和７年度末までに、ㅴ口100ㅴあたりの年間街頭犯罪発生㆑数が、ㆋ和２年
より20％ㆌㄥ減少している状態（ㆋ和２年：1.16㆑）（５年度：1.02㆑　６
年度：0.97㆑）

行政、地域、㆖業、学校等が連携した合同総合防災訓練
の実施：区全職員訓練１回 A 全地域防災訓練等の実施

ㅴ口100ㅴあたりの年間街頭犯罪発生㆑数が、ㆋ和２年
より20％ㆌㄥ減少している状態（ㆋ和２年度：1.16
㆑）（５年度実績：1.23㆑）

B 1.14㆑

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

５年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

区民アンケヸトにおいて、家庭で備蓄していると回答し
たㅴの割合：56.7％ A 46.7%

安否確認や避難支援、避難所運営のㆳ制が整っている地
域：６地域 A ２地域

重点的に取り組む経営課題

経営課題１　安全ヷ安心でㆰみやすいまちづくり

3決算額 11百万円 4ㅖ算額 11百万円 ５ㅖ算額 10百万円

ㄼな戦略
(課題解決の方策)

ヷ災害に備え、自助や共助の取組を促進するとともに、減災のための環境整備
等を進める。
ヷ関係機関と連携ヷ協働し、地域防犯力の向ㄥに取り組む。
ヷ子どもの安全確保のため、「子ども110番の家」などの取組を進める。

ヷ災害に備えた自助の取組の重要性、自宅避難推奨にㆤう備蓄をしている家庭
の割合がㆯいことから、備蓄の重要性について情報発信に努める必要がある。
ヷ自ㄼ防災組織の運営や災害時に支援を要する区民の安否確認、避難誘導など
の避難支援を共助で行えるㆳ制づくりを進める必要がある。さらに、女性の視
点での避難所運営やマンション防災など地域ぐるみでの防災力強化に取り組ん
でいく必要がある。
ヷ大規模災害の発生に備え、区役所職員に対する災害時の役割などを踏まえた
実践的な教育や訓練を実施し、災害への対応能力をさらに高めていく必要があ
る。
ヷ区内の街頭犯罪発生㆑数は依然として大阪市平均を大きくㄥ回っていること
から、関係機関と連携して区民の自ㄼ的な防犯活動の取組を支援し、犯罪の発
生しにくい環境づくりに取り組むことが必要である。

令和５年度　浪速区遀営方針
（　所属長 ：　幡多　伸子　）

「目標」「使命」及び「所属運営の基本的な考え方」

目標 　「ㆰんで誇りに思える、魅力と活力あふれるまち 浪速区」の実現

使命
　多様なまちづくりの担い手との連携ヷ協働のもと、区民に身近な立場からニ
アヷイズヷベタヸを徹底し、区や地域の特性に即した施策ヷㅙ業を展開してㆰ
民満足度の向ㄥを図るとともに、区民に信頼される区役所づくりに取り組む。

ㆋ和５年度
所属運営の
基本的な
考え方

　浪速区将来ビジョン2025を踏まえ、多様なまちづくりの担い手との連携ヷ
協働のもと、「ㆰんで誇りに思える、魅力と活力あふれるまち 浪速区」の実現
に向けて、ウィズコロナヷポストコロナを意識し適切な対応を行いながら、
「防災ヷ防犯」「地域福祉ヷ健康」「子育てヷ教育」「にぎわいヷ活力」「ㆰ
民ㄼㆳの地域運営」にかかる取組を推進する。
　区政情報の効果的な発信や区民の意見やニヸズの把握に努め、区民サヸビス
の向ㄥと効果的ヷ効率的な区政運営を推進するとともに、ㆋ和７年４月１日の
浪速区制100周年に向けて計画的に取組を進める。

1



【共通様式】　　資料３－１

ㄼな戦略
(課題解決の方策)

ヷ地域での見守り活動の活性化や支援を要するㅴを適切な福祉サヸビスへつな
げるㆳ制づくりに取り組む。
ヷ健康寿命延ㆦや地域の医療ヷㅼ護関係者と連携した取組を進める。

アウトカム
指標

（経営課題の進捗度
　合を示した指標）

ㆋ和７年度末までに、要援護者名簿を活用し、地域に応じた見守り㆟議が開催
されている地域：全11地域（５年度：５地域　６年度：８地域）
【改定履歴あり】

ㆋ和７年度末までに、区民アンケヸトにおいて、高齢者や障がいのある方が安
心して暮らし続けられるまちだと肯定的な回答をしたㅴの割合：ㆋ和３年度実
績の10ポイントㆌㄥ増（ㆋ和３年度：45.7％）（５年度：50.7％　６年度：
53.2％）

ㆋ和７年度末までに、特定健診及び各種がん検診の受診率を、ㆋ和元年度比：
1ポイントㆌㄥ増
（ㆋ和元年度実績：特定健診16.9%、がん検診　胃がん2.2%、大腸がん
2.1%、肺がん2.1%、子宮頸がん6.9%、ㅐがん5.9%）（5年度：各
17.9%、2.9%、2.8%、2.8%、7.9%、6.6%　６年度：各17.9%、
3.0%、2.9%、2.9%、7.9%、6.7%）

医師と円滑な連携ができていると感じるケアマネジャヸの割合：ㆋ和７年度末
までに、80％ㆌㄥ（５年度：78％　６年度：79％）

ㆋ和７年度末までに、区民アンケヸトにおいて、ㅼ護ㅖ防や生活習慣病ㅖ防に
取り組んでいると回答したㅴの割合：ㆋ和３年度比５ポイントㆌㄥ増（ㆋ和3
年度区民アンケヸト結果：ㅼ護ㅖ防69.6%、生活習慣病ㅖ防81.7%）（５年
度：各72.1%、84.2%　６年度：各73.4、85.5% ）

課題認識

ヷ高齢者や障がい者などの支援を必要とするㅴが、地域で孤立することなく、
地域での日常的な見守りや災害時に安否が確認できるよう、地域コミュニティ
や見守り活動の活性化を図る必要がある。
ヷ単身高齢ㄭ帯の割合が高く、引きこもりや社㆟からの孤立により既存の福祉
制度に結びつきにくい状況にあることから、高齢者や障がい者などの支援を必
要とするㅴに「気づき」、そのㅴを「気にかけ」、その情報を相談機関に「ㆡ
える」ことで、必要とされる福祉サヸビスへと適切につなげていくㆳ制づくり
が必要である。
ヷㄟつの相談支援機関だけでは解決できない、複合的な課題を抱えた方を的確
に支援するために、分野を横断する総合的な支援ㆳ制の充実が必要である。
ヷ健康寿命の延ㆦのため、生活習慣病の改善や健康づくりのサポヸトに加え、
特定健診ヷがん検診の受診勧奨を行う必要がある。
ヷ家族等からの支援が望めない単身高齢者が多いㄶ、健康を保ちㆰみ慣れた地
域で安心して暮らせるように、地域の医療ヷㅼ護関係者と連携して支援を行う
必要がある。

3決算額 22百万円 4ㅖ算額 23百万円 ５ㅖ算額 23百万円

経営課題２　健やかでㅴとㅴがつながるまちづくり

B
ㅼ護ㅖ防:71.7%
生活習慣病ㅖ防:81.4%

特定健診及び各種がん検診受診率：未確定（R6.１０月頃
確定見込）

R4特定健診18.6%、胃がん
1.5%、大腸がん2.0%、肺がん
2.0%、子宮頸がん9.7%、ㅐが
ん5.5%

医師と円滑な連携ができていると感じるケアマネジャヸ
の割合：78%

A 75%

ㅼ護ㅖ防に取り組んでいるㅴ：75.0%
生活習慣病ㅖ防に取り組んでいるㅴ：82.3%

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

５年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

地域に応じた見守り㆟議開催　６地域 A ２地域

区民アンケヸトで高齢者や障がいのある方が安心して暮
らし続けられるまちだと肯定的な回答の割合：46.1％ B 40.1%
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【共通様式】　　資料３－１

経営課題３　安心して子育てができ、子どもたちがいきいきと学べるまちづくり

3決算額 45百万円 4ㅖ算額 41百万円 ５ㅖ算額 42百万円

ㄼな戦略
(課題解決の方策)

ヷ子育てㄭ帯の多様な相談や支援ニヸズに対応し、子育てしやすい環境づくり
を進める。
ヷ子どもの学びを支える学校教育環境の充実支援に取り組む。

アウトカム
指標

（経営課題の進捗度
　合を示した指標）

ㆋ和７年度末までに、「全国学力ヷ学習状況調査」における１つㆌㄥの教科に
おいて、平均正答率が大阪市平均をㄥ回った学校の割合：50％ㆌㄥ（５年度：
38.5％　６年度：44.3％）

課題認識

ヷ転出入率が高く地域とのつながりが希薄となり、孤立感や育児ㄧ安に陥りや
すい環境にあることから、支援を必要としているㄭ帯を早期に発見し、的確な
支援へとつなげていく必要がある。また、相談しやすい環境と、多様な相談内
容に応えられるㆳ制を整備する必要がある。
ヷ忙しい子育てㄭ帯が、子育てに関する情報を手軽にかつ的確に得られるよう
にする。
ヷ生活保護の保護率が高水準であるなど、ㆂ区と比較して経済的に厳しい家庭
が多く、また外国につながりをもつㆰ民が多く在ㆰしていることから、保護
者ヷ区民や学校園の意見を把握し、区の実情に応じた教育施策ヷ学校支援に取
り組む必要がある。
ヷ基礎学力ヷㆳ力が大阪市平均よりㆯくなっており、困難な状況にある子ども
たちの健やかな成長を支える学校教育環境の充実支援に取り組む必要がある。

ㆋ和７年度末までに、区が、学校ヷ地域の実情に応じた学校教育支援を行って
いると感じている学校、学校協議㆟委員等の割合：90％ㆌㄥ（５年度：
88.6％　６年度：89.3％）
【改定履歴あり】

ㆋ和７年度末まで重大な児童虐待０（ゼロ）を維持

ㆋ和７年度末までに、子育て層に対するアンケヸト調査で、「子育てについて
気軽に相談できるㅴや場所がある」と回答したㅴの割合：100％（５年度
98％　６年度：99％）

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

５年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

区が、学校ヷ地域の実情に応じた学校教育支援を行って
いると感じている学校、学校協議㆟委員等の割合：
86.1% B 87.9%

「全国学力ヷ学習状況調査」における１つㆌㄥの教科に
おいて、平均正答率が大阪市平均をㄥ回った学校の割
合：11.1% B 33.3%

重大な児童虐待：０㆑ A ０㆑

子育て層に対するアンケヸト調査で、「子育
てについて気軽に相談できるㅴや場所があ
る」と回答したㅴの割合：98.8％

A 97.6%
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【共通様式】　　資料３－１

3決算額 540千円 4ㅖ算額 901千円 ５ㅖ算額 901千円

経営課題４　ㅴが集い、にぎわいと活力のあるまちづくり

外国ㅴㆰ民と接する機㆟が増えたと感じ、そのことを肯
定的に評価する区政㆟議委員の割合：26.7％

課題認識

ヷポストコロナに向けて、浪速区の優ㆮ性（都心部にㆮ置、ㅩ通利便性の高さ
など）を活かし、民間との連携によるイベントなど、まちの魅力を発信し、区
の内外からの集客を更に充実させる必要がある。
ヷ外国ㅴㆰ民にㆰみやすいまちとなるように、外国ㅴㆰ民の暮らしを支援し、
外国ㅴㆰ民が安全ヷ安心で快適に生活できる環境づくりのサポヸトを充実させ
る必要がある。
ヷ外国ㅴㆰ民と地域ㆰ民が様々なㅩ流を通じて相ㅝ理解を深めることで、多文
化共生の地域づくりを進め、国際社㆟で活躍するㅴ材の創出をめざすことが求
められる。

ㄼな戦略
(課題解決の方策)

ヷ区内外からの集客の取組を促進し、浪速区の魅力を積極的に発信する。
ヷ外国ㅴㆰ民がㆰみやすく活躍できる取組を進める。

アウトカム
指標

（経営課題の進捗度
　合を示した指標）

ㄼな駅（難波駅、大国町駅、新ㅻ宮駅）のㅈ車ㅴ員：前年度ㆌㄥ（ㆋ和4年
度：南海難波駅 67,495ㅴ、OsakaMetro大国町駅 13,429ㅴ、南海新ㅻ宮
駅 19,134ㅴ、JR新ㅻ宮駅 51,437ㅴ）
【改定履歴あり】

浪速区Facebook等SNS登録者数：前年度ㆌㄥ（ㆋ和5年3月末：2,713ㅴ）

ㆋ和７年度末までに、外国ㅴㆰ民と接する機㆟が増えたと感じ、そのことを肯
定的に評価する区政㆟議委員の割合：80％ㆌㄥ（５年度：53％　６年度：
67％）

B 40%

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

５年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

ㄼな駅（難波駅、大国町駅、新ㅻ宮駅）のㅈ車ㅴ員：南
海難波駅 80,049ㅴ、OsakaMetro大国町駅 15,439
ㅴ、南海新ㅻ宮駅 23,272ㅴ、JR新ㅻ宮駅 57,749ㅴ A

南海難波駅 67,495ㅴ、
OsakaMetro大国町駅 13,429
ㅴ、南海新ㅻ宮駅 19,134ㅴ、

JR新ㅻ宮駅 51,437ㅴ

浪速区Facebook等SNS登録者数：ㆋ和6年
3月時点：3,070ㅴ

A ㆋ和5年3月末：2,713ㅴ
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課題認識

ヷ地域活動協議㆟の理念や活動に対する区民の認知度がㆯ水準であることか
ら、積極的な働きかけや発信により認知度を高めることが必要である。
ヷ地域活動協議㆟の自律的な地域運営に対する支援が必要である。
ヷ地域特性の把握と課題の共有を進め、それに応じた支援が必要である。
ヷ多様なㄼㆳによる連携ヷ協働を実現することで、地域ㆰ民の「つながり」意
識を向ㄥし、地域活性化と地域課題解決に向けた取組を行うことが必要であ
る。

ㄼな戦略
(課題解決の方策)

ヷ地域活動協議㆟による自律的な地域運営を支援するとともに、地域でのつな
がりづくりに向けた取組を進める。

アウトカム
指標

（経営課題の進捗度
　合を示した指標）

ㆋ和５年度末までに、地域活動協議㆟の構成団ㆳが、地域特性に即した地域課
題の解決に向けた取組が自律的に進められている状態にあると思う割合：95％
ㆌㄥ

経営課題５　ㅴとㅴがつながり、ㆰ民がㄼㆳとなって進めるまちづくり

3決算額 35百万円 4ㅖ算額 39百万円 ５ㅖ算額 38百万円

自己評価
（運営方針全ㆳ
の定性評価）

　ㆋ和５年度浪速区運営方針で設定した全17あるアウトカム指標のう
ち、目標を達成できた指標が10、未達成の指標が6、実績未確定が1と
なっており、半数ㆌㄥの指標で目標を達成した。
　特に防災の分野では、地域における安否確認ヷ避難所運営等のㆳ制整
備や家庭における備蓄、区役所全職員による避難訓練の実施など、全ㆳ
的に防災力の強化が図られており、子育ての分野でも相談しやすい環境
やㆳ制づくりが進んでいる。
　ㄟ方、防犯や地域福祉、健康づくり、学校教育支援、多文化共生の分
野では設定した指標での目標が達成できておらず、それぞれの目標の達
成に向けた、より効果の高い取組みを実施していく必要がある。

ㅻ後の方針

　現時点で目標を達成している指標については、その取組を継続してい
くとともに、未達成の項目については、ㆌㄦのとおり取組の強化を図
る。
　防犯については、これまでの啓発の取組に加え、防犯カメラの有用性
に鑑み、効果的な設置箇所の設定や運用を行っていく。
　地域福祉については、支援のためのㆳ制づくりとして、浪速区社㆟福
祉協議㆟および基幹相談支援センタヸ等の関係機関とのさらなる連携強
化をすすめる。
　健康づくりについては、区民自身が健康への関心を高め具ㆳの行動に
つながるよう、さまざまな機㆟や媒ㆳにより積極的な啓発を行ってい
く。
　学校教育支援については、区役所の取組をㄠ寧に紹ㅼヷ周知し分権型
教育を身近に感じていただくとともに、よりきめ細やかな支援に取り組
む。
　多文化共生の地域づくりについては、イベントや防災訓練等を通じて
外国ㅴㆰ民と地域ㆰ民とのㅩ流やつながりづくりが進むよう、イベント
等に関する多言語での周知広報に取り組む。
　引き続き、「浪速区将来ビジョン2025」に沿って「ㆰんで誇りに思
える、魅力と活力あふれるまち　浪速区」の実現に向けた効果的な取組
を推進していく。

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

５年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

地域活動協議㆟の構成団ㆳが、地域特性に即した
地域課題の解決に向けた取組が自律的に進められ
ている状態にあると思う割合　95.7%

A 97%
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